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【手続補正書】
【提出日】平成21年10月23日(2009.10.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）をモータ（１８）の出力により調整する駆
動量制御装置（１１）であって、
　前記制御対象（１６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）を入力する目標駆動量入力手段（２２
）と、
　前記モータ（１８）の出力を制御する制御信号（Ｓｃ）を、前記目標駆動量（ＤＴＨＲ
）に応じた出力特性で前記モータ（１８）に送信する制御手段（２０）と、
　を備え、
　前記制御手段（２０）は、前記目標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（ΔＤＴＨＲ）が
正のとき、前記速度変化量（ΔＤＴＨＲ）の増加に応じて前記制御信号（Ｓｃ）の出力特
性を変化させて前記モータ（１８）の出力を増大させる処理、若しくは、前記速度変化量
（ΔＤＴＨＲ）が負のとき、前記速度変化量（ΔＤＴＨＲ）の減少に応じて前記制御信号
（Ｓｃ）の出力特性を変化させて前記モータ（１８）の出力の減少を抑制させる処理、又
は前記２つの処理の両方を実行し、
　さらに、前記制御手段（２０）は、前記制御信号（Ｓｃ）の出力特性を前記速度変化量
（ΔＤＴＨＲ）の正の二次関数により決定する
　ことを特徴とする駆動量制御装置（１１）。
【請求項２】
　請求項１記載の駆動量制御装置（１１）において、
　前記制御対象は、スロットル弁（１６）であり、
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　前記駆動量は、前記スロットル弁（１６）の開度（ＴＨ、ＤＴＨ）である
　ことを特徴とする駆動量制御装置（１１）。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　この発明に係る駆動量制御装置（１１）は、制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ
）をモータ（１８）の出力により調整するものであって、前記制御対象（１６）の目標駆
動量（ＤＴＨＲ）を入力する目標駆動量入力手段（２２）と、前記モータ（１８）の出力
を制御する制御信号（Ｓｃ）を、前記目標駆動量（ＤＴＨＲ）に応じた出力特性で前記モ
ータ（１８）に送信する制御手段（２０）と、を備え、前記制御手段（２０）は、前記目
標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（ΔＤＴＨＲ）が正のとき、前記速度変化量（ΔＤＴ
ＨＲ）の増加に応じて前記制御信号（Ｓｃ）の出力特性を変化させて前記モータ（１８）
の出力を増大させる処理、若しくは、前記速度変化量（ΔＤＴＨＲ）が負のとき、前記速
度変化量（ΔＤＴＨＲ）の減少に応じて前記制御信号（Ｓｃ）の出力特性を変化させて前
記モータ（１８）の出力の減少を抑制させる処理、又は前記２つの処理の両方を実行する
ことを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　この発明によれば、制御対象（１６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（ΔＤＴ
ＨＲ）が正のとき、目標駆動量（ＤＴＨＲ）の増加によるモータ（１８）の出力の増大に
加え、前記速度変化量（ＤＴＨＲ）の増加に伴うモータ（１８）の出力の増大が付加され
る。このため、急加速時にモータ（１８）の出力がより大きくなり、これに伴って制御対
象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）もより増大する。従って、制御対象（１６）の駆動
量（ＴＨ、ＤＴＨ）の調整の応答性を高めることができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　また、この発明によれば、制御対象（１６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（
ΔＤＴＨＲ）が負のとき、前記速度変化量（ΔＤＴＨＲ）の減少（マイナス方向への増加
）に応じて前記モータ（１８）の出力の減少が抑制される。このため、急減速時にモータ
（１８）の出力の減少が緩やかになり、これに伴って制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、
ＤＴＨ）の減少も緩やかになる。従って、制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）の
調整のずれ（制御対象（１６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）に対する実際の駆動量（ＴＨ、
ＤＴＨ）のオーバーシュート）を防ぐことができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
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　前記制御対象としては、例えば、スロットル弁（１６）を、前記駆動量としては、例え
ば、前記スロットル弁（１６）の開度（ＴＨ、ＤＴＨ）を用いることができる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　さらに、前記制御手段（２０）は、前記２つの処理における前記制御信号（Ｓｃ）の出
力特性を前記速度変化量（ΔＤＴＨＲ）の正の二次関数により決定することが好ましい。
正の二次関数では、その頂点から離れるにつれて、接線の傾きの絶対値が大きくなる。こ
のため、目標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（ΔＤＴＨＲ）がゼロ近傍であるとき、す
なわち、緩やかな加減速操作がなされているとき、制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、Ｄ
ＴＨ）を緩やかに増減させることができ、車両（１０）の操作性が向上する。加えて、制
御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）を緩やかに増加させることができ、過度の加速
（制御対象（１６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）に対する実際の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）の
オーバーシュート）を防ぐことができる。また、目標駆動量（ＤＴＨＲ）の速度変化量（
ΔＤＴＨＲ）が正であり且つ頂点から離れているとき、すなわち、急激な加速操作がなさ
れているとき、制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）を急激に増加させることがで
き、運転手の要求に応じた高応答性を実現することができる。さらに、目標駆動量（ＤＴ
ＨＲ）の速度変化量（ΔＤＴＨＲ）が負であり且つ頂点から離れているとき、すなわち、
急激な減速操作がなされているとき、制御対象（１６）の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）を比較
的緩やかに減少させることができ、駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）の過度の減少（制御対象（１
６）の目標駆動量（ＤＴＨＲ）に対する実際の駆動量（ＴＨ、ＤＴＨ）のオーバーシュー
ト）を防ぐことができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１０
【補正方法】変更
【補正の内容】



(4) JP 2008-255789 A5 2009.12.10

【図１０】
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